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第２ 調査結果 

 

１ 本調査の背景と調査の手法等 

(1) 本調査の背景 

ア 不登校のこどもの増加状況 

文部科学省が毎年度実施している「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸

課題に関する調査結果」によれば、小中学校における不登校のこども（児童生徒）の数

は、12年連続で増加しており、平成 24年度の 11万 2,689人が、令和６年度には 35万

3,970 人となっている。 

 

図１-(1)-① 小中学校における不登校のこども（児童生徒）の数の推移 

（注） 文部科学省の資料を基に当省が作成した。 
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図１-(1)-② 小中学校における不登校のこども（児童生徒）の欠席期間別人数 

（注） 文部科学省の作成資料から関係箇所を当省が抜粋した。 

 

イ 学校における健康診断の制度 

学校教育法及び学校保健安全法により、学校は、在籍するこども（児童生徒等）を対

象として健康診断を行うこととされており、その実施時期、検査項目、方法や技術的

基準等は、学校保健安全法施行規則（昭和 33年文部省令第 18号）で規定されている。 

 

表１-(1)-① 学校における健康診断の実施に係る法令の規定 

法 令 規 定 

学校教育法 第 12 条 学校においては、別に法律で定めるところにより、幼児、

児童、生徒及び学生並びに職員の健康の保持増進を図るため、健

康診断を行い、その他その保健に必要な措置を講じなければなら

ない。 

学校保健安全

法 

 （児童生徒等の健康診断） 

第 13 条 学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による

教育を受ける学生を除く。）の健康診断を行わなければならない。 

２ 学校においては、必要があるときは、臨時に、児童生徒等の健

康診断を行うものとする。 

第 14 条 学校においては、前条の健康診断の結果に基づき、疾病

の予防処置を行い、又は治療を指示し、並びに運動及び作業を軽

減する等適切な措置をとらなければならない。 
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学校保健安全

法施行規則 

（時期） 

第５条 法第十三条第一項の健康診断は、毎学年、六月三十日まで

に行うものとする。ただし、疾病その他やむを得ない事由によつ

て当該期日に健康診断を受けることのできなかつた者に対して

は、その事由のなくなつた後すみやかに健康診断を行うものとす

る。 

２ （略） 

 （検査の項目） 

第６条 法第十三条第一項の健康診断における検査の項目は、次の

とおりとする。 

一 身長及び体重 

二 栄養状態 

三 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無並びに四肢の状態 

四 視力及び聴力 

五 眼の疾病及び異常の有無 

六 耳鼻 咽
い ん

頭疾患及び皮膚疾患の有無 

七 歯及び口 腔
く う

の疾病及び異常の有無 

八 結核の有無 

九 心臓の疾病及び異常の有無 

十 尿 

十一 その他の疾病及び異常の有無 

２ 前項各号に掲げるもののほか、胸囲及び肺活量、背筋力、握力

等の機能を、検査の項目に加えることができる。 

３ 第一項第八号に掲げるものの検査は、次の各号に掲げる学年に

おいて行うものとする。 

一 小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部

を含む。以下この条、第七条第六項及び第十一条において同

じ。）の全学年 

二 中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程

及び特別支援学校の中学部を含む。以下この条、第七条第六項

及び第十一条において同じ。）の全学年 

三 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等

部を含む。以下この条、第七条第六項及び第十一条において同

じ。）及び高等専門学校の第一学年 

四 大学の第一学年 

４ 第一項各号に掲げる検査の項目のうち、小学校の第四学年及び

第六学年、中学校及び高等学校の第二学年並びに高等専門学校の
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第二学年及び第四学年においては第四号に掲げるもののうち聴

力を、大学においては第三号、第四号、第七号及び第十号に掲げ

るものを、それぞれ検査の項目から除くことができる。 

 （方法及び技術的基準） 

第７条 法第十三条第一項の健康診断の方法及び技術的基準につ

いては、次項から第九項までに定めるもののほか、第三条の規定

（同条第十号中知能に関する部分を除く。）を準用する。 （以下略） 

（注） 各法令から該当部分を当省が抜粋して作成した。 

 

表１-(1)-② 小中学校における健康診断の検査項目と実施学年 

（平成28年４月１日現在）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年
保 健 調 査 アンケート ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
身 長 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
体 重 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
栄 養 状 態 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
脊 柱 ・ 胸 郭
四 肢
骨 ・ 関 節
視 力 裸眼の者 裸眼視力 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

矯正視力 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
裸眼視力 △ △ △ △ △ △ △ △ △

聴 力 オージオメータ ◎ ◎ ◎ △ ◎ △ ◎ △ ◎
眼の疾病及び
異 常

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

耳鼻咽頭疾患 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
皮 膚 疾 患 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

歯及び口腔の
疾患及び異常

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

結 核 問診・学校医による診察 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
エックス線撮影
ツベルクリン反応検査
喀痰検査等
臨床医学的検査
その他の検査
心電図検査 ◎ △ △ △ △ △ ◎ △ △

尿 試験紙法 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
臨床医学的検査
その他の検査

◎ ◎ ◎

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎

◎

○ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

項目 検診・検査方法
小学校 中学校

◎ ◎ ◎
その他の疾病
及 び 異 常

心臓の疾患及
び 異 常

眼鏡等をし
ている者

視
力
表

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

くう

かくたん
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（注）１ （凡例）◎：ほぼ全員に実施されるもの 

○：必要時又は必要者に実施されるもの 

△：検査項目から除くことができるもの 

２ 「児童生徒等の健康診断マニュアル（平成 27 年度改訂）」（公益財団法人日本学校保健会）を

基に当省が作成した。 

３ 学校における健康診断は、小学校及び中学校以外の学校（高等学校等）でも実施されるが、本

表では、小中学校に関する項目のみ記載した。 

 

学校保健安全法では、学校に学校医と学校歯科医を置くことも定められており、学

校における健康診断は、この学校医及び学校歯科医の職務として、学校保健安全法施

行規則に規定されている。 

 

表１-(1)-③ 学校医及び学校歯科医に係る法令の規定 

法 令 規 定 

学校保健安全

法 

 （学校医、学校歯科医及び学校薬剤師） 

第 23条 学校には、学校医を置くものとする。 

２ 大学以外の学校には、学校歯科医及び学校薬剤師を置くもの

とする。 

３ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、それぞれ医師、歯科医

師又は薬剤師のうちから、任命し、又は委嘱する。 

４ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、学校における保健管

理に関する専門的事項に関し、技術及び指導に従事する。 

５ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の職務執行の準則は、文

部科学省令で定める。 

学校保健安全

法施行規則 

 （学校医の職務執行の準則） 

第 22条 学校医の職務執行の準則は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

一～四 （略） 

五 法第十三条の健康診断に従事すること。 

六～十 （略） 

２ 学校医は、前項の職務に従事したときは、その状況の概要を

学校医執務記録簿に記入して校長に提出するものとする。 

（学校歯科医の職務執行の準則） 

第 23条 学校歯科医の職務執行の準則は、次の各号に掲げるとお

りとする。 

 一～三 （略） 

四 法第十三条の健康診断のうち歯の検査に従事すること。 

 五～七 （略） 
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２ 学校歯科医は、前項の職務に従事したときは、その状況の概

要を学校歯科医執務記録簿に記入して校長に提出するものとす

る。 

（注） 各法令から該当部分を当省が抜粋して作成した。 

 

なお、国が毎年度措置している地方交付税では、上記健康診断の実施に要する経費

として、学校医の手当等が措置されている。 

 

ウ 不登校等で学校における健康診断を受けられない場合の対応 

学校における健康診断は、毎年度６月 30日までに行うこととされ、基本的にその期

間内で各学校が定めた日に学校内で実施されているため、不登校等で定められた日時

に学校に行くことができない場合、健康診断を受けることが難しくなる。 

こどもが不登校等により学校における健康診断を定められた日時に受けられなかっ

た場合の対応について、学校保健安全法施行規則では、表１-(1)-①のとおり、「その

事由のなくなつた後すみやかに健康診断を行う」と定められている。 

この規定を踏まえ、文部科学省は、自治体等 6に対する通知等により、該当するこど

もが健康診断を受ける機会を確保する必要があることを周知するとともに、健康診断

を受けられなかった場合の対応についての検討や保護者への事前周知を求めている。 

 

表１-(1)-④ 学校における健康診断を受けられなかった場合の対応に係る通知等 

通知等 内 容 

児童生徒等のプライバシーや

心情に配慮した健康診断実施

のための環境整備について

（通知） 

（令和６年１月 22 日付け５

初健食第 13 号文部科学省初

等中等教育局健康教育・食育

課長） 

別紙 児童生徒等のプライバシーや心情に配慮し

た健康診断実施のための環境整備の考え方につ

いて 

３．その他の配慮について  

特に配慮が必要な児童生徒等については、検

査・診察の時間や場所を工夫するなど、個別の対

応を行う。  

また、当日の欠席や長期欠席など、個別の事情

により健康診断を受けられなかった場合の対応

については、保護者に事前に周知する。 

学校保健安全法に基づく児童

生徒等の健康診断の実施に当

たって留意すべき事項につい

て 

４ 健康診断を受けることができなかった児童生

徒等への健康診断の対応について 

  健康診断は、学校生活の円滑な実施のみなら

ず、児童生徒等の健康の保持増進を図るために実

 
6 都道府県及び市町村のほか、学校設置者である独立行政法人、公立大学法人等 
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（令和６年９月 18日付け事

務連絡文部科学省初等中等教

育局健康教育・食育課） 

施されるものであり、不登校等により健康診断を

受けることができなかった児童生徒等に対して

も、規則第５条ただし書に基づき健康診断を受け

る機会を確保する必要があります。各学校におい

ては、プライバシー通知及びマニュアルにあるよ

うに、当日の欠席や長期欠席など、個別の事情に

より健康診断を受けることができなかった場合

の対応について検討し、保健だよりや学年通信等

で保護者に事前に周知するなど、適切に対応して

ください。 

（注） 文部科学省の通知等から該当部分を当省が抜粋して作成した（下線は当省が追加）。 

 

これらの通知等を踏まえ、自治体等では、管轄下の学校において、不登校等により

定められた日時に健康診断を受けられないこどもに健康診断の機会を提供するための

措置を検討し、実施しているものと考えられるが、当該措置の実施状況や不登校のこ

どもの健康診断の受診状況は明らかでない。 

 

エ 不登校のこどもへの支援に関する国の施策 

国では、平成 28年に、義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確

保等に関する法律（平成 28 年法律第 105 号）が制定され、同法により、「不登校児童

生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ、個々の不登校児童生徒の状況に応じた必

要な支援が行われるようにすること」といった基本理念の下に、文部科学大臣が教育

機会の確保等に関する施策を総合的に推進するための基本的な指針を定めることとさ

れた。 

この基本的な指針は、平成 29 年３月に文部科学大臣決定 7として取りまとめられて

おり、主に、学びの多様化学校や教育支援センター8の設置促進等を通じた多様で適切

な教育機会の確保をその内容としている。 

その後、文部科学省は、不登校のこどもの急増を踏まえ、令和５年３月に「誰一人取

り残されない学びの保障に向けた不登校対策（ＣＯＣＯＬＯプラン）」（令和５年３月

31 日文部科学省）を取りまとめ、これに基づいて不登校対策を推進している。 

上記プランは、学びの多様化学校の設置促進、教育支援センターの機能強化等によ

る学びの場の確保のほか、ＩＣＴを活用した健康観察に取り組むとしており、健康管

 
7 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」（平成 29 年３月 31 日文

部科学大臣決定） 
8 教育支援センターとは、不登校児童生徒等に対する指導を行うために都道府県・市町村の教育委員会又は首長部

局が、教育センター等の学校以外の場所や学校の余裕教室等において、学校生活への復帰を支援するため、児童生

徒の在籍校と連携をとりつつ、個別カウンセリング、集団での指導、教科指導等を組織的、計画的に行う組織とし

て設置したものをいう。 
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理の視点も含まれるが、これは、心や体調の変化を早期に発見し、不登校になる前に

支援を行うことを意図したものである。 

 

図１-(1)-③ 誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（ＣＯＣＯＬＯプ

ラン）（概要） 

（注） 文部科学省の作成資料 

 

他方、令和４年に制定されたこども基本法（令和４年法律第 77号）に基づいて、５

年 12 月に「こども大綱」（令和５年 12 月 22 日閣議決定）が決定され、さらに同大綱

に盛り込まれた取組に係る具体的施策が、毎年度「こどもまんなか実行計画」として、

こども政策推進会議 9で決定されており、これらの中に不登校のこどもへの支援も含ま

れているが、支援内容は、多様な学びの場の確保や相談体制の整備が中心となってい

る。 

 

表１-(1)-⑤ こどもまんなか実行計画 2026（令和８年６月９日こども政策推進会議

決定）における不登校対策 

２ 具体的施策 

(2) 困難な状況にあるこどもたちのニーズ発見と、地域一体の支援 

 
9 こども基本法に基づき、こども家庭庁に設置されている内閣総理大臣を会長とした関係閣僚会議 
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③いじめ防止対策・不登校対策の強化 

不登校により学びにアクセスできないこどもたちをゼロにすることを目指

し、多様な学びの場や教育相談体制の整備を進めるため、校内教育支援センタ

ーの設置促進・教育支援センターの機能強化、学びの多様化学校の設置促進を

図るとともに、いじめ・不登校等の解決や予防につながるよう、教職員による

相談対応の質を向上する。いじめ・不登校等の未然防止に向けた魅力ある学校

づくりを進める。あわせて、不登校が原因の離職を防止するため、各種支援策

について引き続き周知を図る。 

いじめや不登校を始め、こどもの悩みの背景には様々な事情が関係している

ことも踏まえ、学校だけで抱え込むのではなく、教育・福祉等の地域の関係機

関が連携し、地域全体でいじめ・不登校のこどもへの支援体制の強化を図る。 

（注） 「こどもまんなか実行計画 2026」から該当部分を当省が抜粋して作成した。 

 

すなわち、近年、不登校のこどもへの支援策は強化されているが、支援の内容は、多

様な学びの場の確保が中心であり、不登校になったこどもの健康診断や健康管理の観

点からの支援は、今後の課題であるといえる。 

 

 

(2) 調査の手法 

本調査は、基本的に、市町村に対するヒアリング及び書面調査並びに不登校のこども

及びその保護者に対するアンケート調査の２つの方法によって実施した。 

それぞれの調査方法の概要は以下のとおりである。 

 

ア ヒアリング及び書面調査 

ヒアリング及び書面調査は、市町村の首長部局、教育委員会及び公立小中学校を対

象として行った（表１-(2)-①）。 

その主たる把握事項は、以下の３点である。 

学校における健康診断の検査項目は、表１-(1)-①及び②のとおり定められているが、

公立小中学校に対する調査では、受診状況を科目別（内科、耳鼻咽喉科、眼科、歯科、

尿検査、心電図及び身体等計測）に把握した。 

・ 不登校のこどもの健康診断や健康管理に関する首長部局、教育委員会及び公

立小中学校それぞれの認識と対応状況 

・ 不登校のこどもの学校における令和７年度健康診断の詳細な（科目別の）受

診状況 

・ 不登校で学校における健康診断を（一部でも）受診していないこどもの本人

と家庭の状況 
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表１-(2)-① ヒアリング及び書面調査を行った対象機関と主な調査事項 

対象機関 主な調査事項 

市町村（首長部局） ○ 不登校のこどもの健康管理に関する首長部局の取組 

○ 学校における健康診断未受診により、疾病や異常の発見

が遅れたと考えられる事例 

市町村教育委員会

（公立小中学校除

く。） 

○ 学校における健康診断を定められた日時に受診できな

かったこどもへの対応状況 

○ 学校における健康診断の案内の周知方法 

公立小中学校 ○ 令和７年度の学校における健康診断の受診状況（不登校

に限らない在籍しているこども全員の受診状況） 

○ 学校における健康診断を定められた日時に受診できな

かったこどもへの対応状況 

○ 学校における健康診断の案内の周知方法 

○ 令和７年度（９月末時点）の不登校のこどもに関する以

下の事項 

 ・ 不登校のこどもの数 

 ・ 令和７年度の学校における健康診断の受診状況 

 ・ 令和７年度の欠席日数 

 ・ こども本人や家庭の状況 

○ 学校における健康診断未受診により、疾病や異常の発見

が遅れたと考えられる事例 

 

具体の調査対象市町村は、地域や人口規模の偏りが生じないように配慮して、全国

から選定した。 

基本的に、選定した市町村では、首長部局、教育委員会及び公立小中学校を調査し

たが、市町村の取組、不登校のこどもの多寡、相手機関の負担等を考慮し、首長部局の

み、教育委員会のみ又は首長部局と教育委員会のみ調査を行った市町村がある（表１-

(2)-②）。 

なお、公立小中学校は、52校（小学校 19、中学校 33）を対象としたが、把握できた

データの制約等から、調査項目によっては、42校（小学校 14、中学校 28）を分析対象

としている。 
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表１-(2)-② ヒアリング及び書面調査を行った市町村の数 

区 分 調査した市町村数 
左記市町村で 

調査した学校数 

首長部局、教育委員会及

び公立小中学校を調査 

19 （指定都市４、中核市５、一般市

10） 

52 （小学校 19、中

学校 33） 

首長部局及び教育委員会

を調査 

２（町村２） － 

首長部局のみ調査 ７（中核市１、一般市５、町村１） － 

教育委員会のみ調査 ２（中核市２） － 

合計 
30 （指定都市４、中核市８、一般市

15、町村３） 

52 （小学校 19、中

学校 33） 

（注） 調査した 30 市町村のうち、７は首長部局のみ、２は教育委員会のみを対象としたため、首長部

局を調査した市町村数は 28、教育委員会を調査した市町村数は 23 である。 

 

イ アンケート調査 

アンケート調査は、不登校のこども本人とその保護者を対象として行った。 

アンケート調査において「不登校のこども」は、回答時点で小中学校を不登校であ

るこども及び過去に小中学校で不登校であった経験を有するこどもを指す。後者の場

合、回答時点での年齢は問わないため、中学卒業後のこどもも含まれるが、中学卒業

後のこどもで本人に回答を求めたのは、高校生のみである。 

当省からのアンケート調査の回答依頼は、学びの多様化学校やフリースクールとい

った不登校のこどもや保護者が在籍・利用している機関・団体を通じて行い、回答は

ウェブ上で受け付けた。 

アンケート調査における把握事項（設問）は、保護者向け、こども（小中学生）向

け、こども（高校生）向けに大別でき、それぞれの概要は以下のとおりである。 

【保護者向けアンケート】 

・ こどもの不登校期間中の学校における健康診断の受診状況 

・ こどもが不登校期間中に学校における健康診断を受診しなかった理由 

・ こどもが不登校期間中に健康診断を学校の代わりに医療機関で受診した経

験 

・ こどもが不登校期間中に健康診断を医療機関で受診しなかった理由 

・ こどもが健康診断を受診していれば早期発見できたかもしれない健康上の

支障 

【こども（小中学生）向けアンケート】 

     ・ 不登校の間、どのような方法であれば、健康診断を受けやすいか。 

【こども（高校生）向けアンケート】 

保護者向けの設問を基本とし、こども（小中学生）向けの設問の一部を追加 
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不登校のこどもの学校における健康診断の受診状況は、上記アでも把握事項として

いるが、ヒアリング及び書面調査は、単年度の受診状況を詳細に（科目別に）把握する

ものである一方で、アンケート調査では、小学校及び中学校を通した不登校期間中の

継続的な受診状況を、受診しなかった理由や現在の健康上の支障と合わせて把握して

いるという特徴がある。 

 

回答依頼の配布について、協力を得る機関・団体は、地域の偏りが生じないように

配慮して、全国から選定した（表１-(2)-③）。 

アンケート調査の回答件数は、保護者及びこどもの合計で、3,116件（有効回答 2,889

件）である（表１-(2)-④）。 

 

なお、アンケート調査の詳細については、別紙「不登校等のこどもの健康診断に関

するアンケート調査の結果」を参照のこと。 

 

表１-(2)-③ アンケート調査の回答依頼の配布について協力を得た機関・団体 

機関・団体 数 

教育委員会 11 

学びの多様化学校である公立又は私立の小中学校 ９ 

通信制かつ単位制である公立又は私立の高等学校 10 

フリースクール 33 

不登校に関わる親の会 46 

（注）１ 本表の数字は、当省が協力依頼を行い、協力を得られた機関・団体の数である。ただし、不登

校に関わる親の会については、当省が協力依頼を行った数を記載した。 

２ 教育委員会には、管轄下の公立小中学校（学びの多様化学校を除く。）、教育支援センター等で

回答依頼を配布してもらうよう依頼した。 

３  「不登校に関わる親の会」について、公の定義はないが、本調査では、不登校のこどもを持つ

保護者同士がつながり、悩みを共有するといった目的の集まり・団体を指す。 

４ 高等学校では、こども向けのみ配布し、不登校に関わる親の会では、保護者向けのみ配布した。 

 

表１-(2)-④ アンケート調査の回答件数 

回答者の属性 回答件数（有効回答件数） 

保護者 2,136（1,990）  

こども（小中学生） 515 （514）  

こども（高校生） 465 （385）  

合計 3,116（2,889）  

（注） アンケート調査への回答は、ウェブ上に設けた回答ページにアクセスして行う方法を採っており、

当省が協力依頼を行った機関・団体（表１-(2)-③）の在籍・利用者のみが回答できる形にはして

いない。そのため、回答者の中には、当省が協力依頼を行った機関・団体の在籍・利用者でない者

も含まれる。 
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(3) 報告書の構成等 

ア 報告書の構成 

本調査の結果は、本項２以降で「学校健診の受診状況」、「不登校のこどもの学校健

診の受診状況」、「学校健診の必要性」及び「不登校で学校健診を受け難いこどもへの

対応」の４項目に大別し、整理している。 

「学校健診の受診状況」及び「不登校のこどもの学校健診の受診状況」は、学校にお

ける健康診断の受診状況等をデータで表した項目である。「学校健診の受診状況」では、

調査対象とした小中学校のこども全体（不登校のこどもに限らない。）の受診状況を整

理している一方、「不登校のこどもの学校健診の受診状況」では、公立小中学校に対す

る調査及びアンケート調査の結果に基づき、不登校のこどもの受診状況を整理してい

る。 

「学校健診の必要性」は、不登校で学校における健康診断を受けないことにより、

疾病や異常の発見が遅れたと考えられる事例等を示すことで、学校における健康診断

の必要性を整理した項目である。 

「不登校で学校健診を受け難いこどもへの対応」は、不登校で学校における健康診

断を受けるのが難しいこどもが、健康診断や健康管理を受けるためにどうすればよい

かを整理した項目であり、こどもの不登校の程度や家庭の状況に合わせた処方箋が必

要という考えから、「共通して求められる対応」のほかに、「学校を訪れることへの拒

否感が比較的弱いこども」、「学校を訪れることへの拒否感は強いが、外出は不可能で

はないこども」及び「こどもがひきこもり状態で外出が困難な場合又は家庭環境や親

子関係が複雑な場合」に分けて、必要な措置の考察を行っている。 

 

イ 用語の整理 

本項２以降の調査結果において、表１-(3)-①左欄の用語は、それぞれ、同表右欄に

記載の整理で使用している。 

 

表１-(3)-① 用語の整理 

用 語 整 理 

不登校 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等

に関する法律第二条第三号の就学が困難である状況を定める省令（平

成 29 年文部科学省令第２号）の規定及び文部科学省が毎年度実施し

ている「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する

調査」における定義に準拠し、原則として、何らかの心理的、情緒的、

身体的若しくは社会的要因又は背景によって、こどもが在籍する小中

学校に出席しない又はすることができない状況（病気又は経済的理由
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による場合を除く。）になり、年度間に連続又は断続して 30日以上欠

席することを指す。 

ただし、調査時点の事情から、「30日以上欠席」の期間を「年度間」

ではなく、９月末時点に置き換えている場合がある。 

学校医 表１-(1)-③に記載のとおり、学校には、学校医、学校歯科医及び

学校薬剤師を置くこととされているが、便宜的に、学校医と学校歯科

医を総称して「学校医」としている。 

学校健診 学校保健安全法第 13 条第１項に基づき、毎学年定期に行われる健

康診断を指す。学校内での受診が基本であるが、教育委員会又は学校

の指示に基づく校外（学校医の医療機関等）での受診も含む。 

福祉部局等 市町村の首長部局のうち、主に住民の福祉 ・健康やこどもに係る施

策を所管する部局を指す。 

 

 

  


